
単位当たり
コスト

算出根拠 －

主な増減理由

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求

除染技術等の開発状況及び、必要な機器・設備の整
備

活動実績

（当初見込
み）

活動指標

23年度において、汚染された環境の修復に資するため、高分子捕集材の高
性能化に向けた除染技術開発や、微生物捕集材による土壌修復技術の開発
等を開始した。また、活動に必要なサーベイメーター等の各種機器の整備を
進めた。

-

目標値
（　　年度）

- - -

21年度 22年度

23年度

23年度

分析機器等の整
備を進めるととも
に技術開発を開始

単位

21年度 22年度単位

除染技術・廃棄物処理技術の確立するため、機器・
設備の整備並びに除染技術等の開発及び実証試験
を実施する。

成果実績

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標

- -原子力災害環境修復技術早期
確立事業費補助金

計 0百万円 0百万円

100.0%

執行額 237

執行率（％）

0

2,061

237 2,061

2,298 0

24年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　除染技術・廃棄物処理技術の研究開発、技術評価、及び実証試験を実施するとともに、それらに必要な基盤的な機器・設備を整
備する。（補助率：定額）

0 0

実施方法

予
算
の
状
況

当初予算 0

23年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度

補正予算

会計区分 一般会計 施策名

繰越し等 △ 2,061

独立行政法人日本原子力研究開発機構法
第十七条

関係する計画、
通知等

□直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

原子力政策大綱（H17年10月11日 原子力委員会決定）
エネルギー基本計画（H22年6月18日 閣議決定）

平成二十三年月十一日に発生した東北地方太平洋沖震に伴
う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環
境の汚染への対処に関する特別措置法基本方針（H23年11月

11日 閣議決定）

25年度要求

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成23年度～ 担当課室 原子力課

原子力課長
生川浩史

事業名 環境修復技術の早期確立（復興関連事業） 担当部局庁 研究開発局

事業番号 0313
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

Ⅹ－5　原子力分野の研究・開発・利用（紛争解決を含
む）の推進

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　我が国唯一の総合的な原子力研究開発機関である日本原子力研究開発機構の人的資源、研究施設群を最大限に活用し、福
島県等地方自治体、国内外の大学・研究機関、民間企業等と連携・協力しながら、除染技術・廃棄物処理技術の開発・評価・実証
を行う。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

計

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

24年度活動見込



一
部
改
善

１．事業評価の観点：この事業は、日本原子力研究開発機構の人的資源、研究施設群を最大限に活用し、福島県等地方自治体、国
内外の大学・研究機関、民間企業等と連携・協力しながら、除染技術・廃棄物処理技術の開発・評価・実証を行うものである。

２．所見：一部の契約において、一者応札による契約があることから、提言型政策仕分け等の指摘を踏まえ、事業の効果的・効率的
な実施を目指し、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。なお、本事
業については、予算の一部を平成２４年度に

-
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

点
検
結
果

予算監視・効率化チームの所見

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

執
行
等
改
善

日本原子力研究開発機構においては、平成２４年３月以降、契約の透明性を図るため電子入札の導入や競争参加資格の拡大等を
通じて、全国のより多くの機関が入札可能な仕組みを導入する等の、業務運営の改善に向けた取組を実施したところであり、今後と
も事業の効果的・効率的な実施に努める。
また、H23年度からの繰越し予算業務については、当該事業の主旨を鑑み、早期の執行に努めていく。

不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○平成２４年度は、平成２３年度から繰り越した予算を十分に活用し、除染に貢献する技術を早期に確立することが重要。

○衆議院決算行政監視委員会の決議（平成２３年１２月）や提言型政策仕分けにおける指摘（平成２３年１１月）等を踏まえ、（独）日本原子
力研究開発機構においては以下のような業務運営の改善に向けた取組を実施した。今後とも効率的な事業の実施に向けて引き続き不断の
見直しが必要。

・退職者が在籍している等の関係の深い法人（注）とは原則として随意契約を行わないこととした。
・複数機関からの入札において、当該機関間で入札の適正さが阻害されると認められる一定の資本関係又は人的関係がある場合は、同一
入札への参加は認めないこととした。
・電子入札の導入や競争参加資格の拡大等を通じて、全国のより多くの機関が入札可能な仕組みを導入した。

（注）内閣官房の定義による、以下のいずれの条件にも該当する法人
　①機構の役員経験者が再就職している、又は機構の課長相当職以上の職の経験者が役員等として再就職している
　②総売上高又は事業収入に占める機構との間の取引割合が３分の１以上である

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

平成２３年度の予算の多くが平成２４年度に繰り越される
こととなったが、平成２４年度はその予算を十分に活用
し、除染に貢献する技術を早期に確立し、成果の普及に
努めることが重要である。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

（独）日本原子力研究開発機構においては、効率的な事
業の実施に向け、契約等の業務運営に関して競争性・公
平性・透明性等の観点から不断の見直しを実施してい
る。

- 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
（独）日本原子力研究開発機構は、原子力基本法におい
て位置付けられた唯一の原子力の研究開発機関であ
り、その知見を活かし除染に必要な研究開発等の取組を
実施する当該事業の重要性は高い。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

-

事業所管部局による点検



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

(独）日本原子力研究開発機構に関連する過去の指摘等は以下の通り（復興関連事業に係る概算要求以前の指摘は割愛）。

＜提言型政策仕分け＞
番号A1-2　原子力・エネルギー等：原子力関係研究開発
提言：　JAEA（日本原子力研究開発機構）については、共通業務費・人件費・管理費の削減・合理化を図るべきである。保養施設、広報施設、利用度（稼働率）の
低い研究施設の必要性を厳格に精査すべき。運営費交付金の積算内訳や積算根拠、前年度の執行額を明示し、多額の予算を執行していることの説明責任を果
たすべきである。JAEAの退職者の再就職先との随意契約問題について、透明性・公正性・競争性確保の観点から更なる見直しを行う。最後に、JAEAを含め、研
究開発を担っている独立行政法人のガバナンスについては抜本的な見直しを行う。
　高速増殖炉の技術開発については、来年夏頃に「革新的エネルギー・環境戦略」で決定される予定であるが、その検討に当たっては、現在のJAEAによる「もん
じゅ」を用いた高速増殖炉の研究開発の存続の是非を含め、従来の体制・計画を抜本的に見直し、再検証を行い、国民の徹底した納得を得られる結論を得るこ
と。
　平成２４年度の予算編成について提言する。高速増殖炉「もんじゅ」を含む原子力関係の研究開発予算については、３月１１日に発生した福島第一原発の事故の
状況等をよく勘案し、国民の納得を得られるよう更なる事業の絞り込み・合理化を図る。その際、事故対策・安全対策に重点化を行う。これが、もんじゅを含む原子
力関係研究開発全般に係る提言である。
　次に２４年度予算のもんじゅの予算については、来年度中の出力試験再開を前提とする調整費２２億円の予算は計上を見送るべきである。なお、維持管理経費
についても、真に維持管理に必要な経費に更なる削減、合理化を図るべきである。これが２４年度予算にかかわる原子力関係及びもんじゅに係る提言である。
　最後に、ITER計画については、国際交渉を進めることにより、日本の負担を圧縮するなど、膨張する負担について、更なる削減、合理化の努力を図るべきであ
る。

原子力政策大綱（H17年10月11日 原子力委員会決定）http://www.aec.go.jp/jicst/NC/tyoki/tyoki.htm
エネルギー基本計画（H22年6月18日 閣議決定）http://www.enecho.meti.go.jp/topics/kihonkeikaku/100618honbun.pdf
平成二十三年月十一日に発生した東北地方太平洋沖震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置
法基本方針（H23年11月11日 閣議決定） http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=18581&hou_id=14431

＜衆議院決算行政監視委員会　行政監視に基づく事業の見直しに関する決議＞
四　原子力関連予算の独立行政法人及び公益法人への支出
　原子力関連予算については、独立行政法人及び公益法人への支出の妥当性、有効性を再検証するとともに、原子力政策見直しの結論が出るまでの間は、高速
増殖炉及び核燃料サイクル関連予算を縮減しながら、シビア・アクシデント対応等原子力安全向上分野及び放射性物質の最終処分分野に力点を置き、総組み替
えを検討すべきである。
高速増殖炉については、昭和４２年以来２兆円以上の巨費を投じながら、平成７年のもんじゅナトリウム漏れ事故の収束もままならないまま、約４０年後の２０５０年
までの実現を予測するなど、その費用規模と技術的な実現性を国民に説明することは極めて困難である。高速増殖炉の開発計画そのものの妥当性を検証すると
ともに、予算を縮減すべきである。
　核燃料サイクル計画については、高速増殖炉の開発等を前提に使用済み核燃料の全量再処理を目指してきたものであるが、再処理工場の立地を受け入れた
地域に配慮しつつ、再検証を行うべきである。
　この再検証を踏まえ、全量再処理路線を見直す場合は、使用済み核燃料については、その他高レベル放射性廃棄物とともに、すでに存在する量を最終処分す
る技術の確立に所要の予算を投じるべきである。
　なお、原子力関連事業の実施が特定の独立行政法人及び公益法人に集中し、天下りや利権を生み出す構造については、原子力規制行政組織の改編に伴い厳
しく検証し、法人の整理統廃合を進めるべきである。
　原子力政策や原子力発電に関する情報が正しく国民に伝えられなかったという反省から、経済産業省は、原子力発電事業に関する情報を国民に速やかに開示
するとともに、開示を阻害してきた様々な要因を排除できる体制を作り上げるべきである。

－ 復興-0043



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

事業概要

237百万円 （原子力災害環境修復技術早期確立事業費補助金）

文部科学省
237百万円

独立行政法人日本原子力研究開発機構に対し、東京電力福島第一原子力
発電所事故に係る除染技術・廃棄物処理技術の研究開発、技術評価及び
実証試験の実施に必要な費用に係る補助金の交付

〔交付〕

【A】　　　　　　(独)日本原子力研究開発機構

事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要

【一般競争入札・請負】 【不落随契・請負】 【一般競争入札・請負】 【一般競争入札・請負】 【一般競争入札・請負】 【一般競争入札・請負】 【一般競争入札・請負】 【一般競争入札・請負】 【一般競争入札・請負】 【一般競争入札・請負】

【B-1】 【B-2】 【B-3】 【B-4】 【B-5】 【B-6】 【B-7】 【B-8】 【B-9】 【B-10】

富士電機（株） （株）アート科学 日立アロカメディカ
ル（株）

日立アロカメディカ
ル（株）

日立アロカメディカ
ル（株）

17百万円 15百万円 15百万円 12百万円 10百万円

ダストサンプラーの
購入

焼却灰分析用試料
前処理装置の購入

長瀬ランダウア
（株）

（株）太平洋コンサ
ルタント

日立アロカメディカ
ル（株）

9百万円 7百万円

個人線量計及び線
量計読取装置の購
入

農作物等焼却灰残
渣成分の調査

焼却灰分析用低
バックグラウンドα
／β線測定装置の
購入

7百万円 6百万円 6百万円

（株）千代田テクノ
ル

（株）アート科学

NaIシンチレーション
式サーベイメータの
購入

溶出微量元素分析
器の購入

各種放射線管理
サーベイメータの購
入

α／β線放射能自
動測定装置の購入

α線・β(γ)線用表
面汚染検査計の購
入



計 10 計

購入
α線・β(γ)線用表面汚染検査計の
購入

10 購入 6

6

焼却灰分析用低バックグラウンドα／β線測定
装置の購入

B-5　日立アロカメディカル（株） B-10　日立アロカメディカル（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 12 計 6

費　目 使　途
金　額

(百万円）

農作物等焼却灰残渣成分の調査 6購入 α／β線放射能自動測定装置の購入 12 役務

B-4　日立アロカメディカル（株） B-9　（株）太平洋コンサルタント

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

7計 15 計

個人線量計及び線量計読取装置の購入 7購入
各種放射線管理サーベイメータの購
入

15 購入

B-3　日立アロカメディカル（株） B-8　長瀬ランダウア（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

7計 15 計

焼却灰分析用試料前処理装置の購入 7購入 溶出微量元素分析器の購入 15 購入

B-2　（株）アート科学 B-7　（株）アート科学

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

9計 17 計

ダストサンプラーの購入 9購入
NaIシンチレーション式サーベイメータ
の購入

17 購入

B-1　富士電機（株） B-6　（株）千代田テクノル

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 237 計 0

東京電力福島第一原子力発電所事故
に伴う除染・廃棄物処理技術の開発・
評価・実証

237

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A-1　（独）日本原子力研究開発機構

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

技術開発費

使　途
金　額

(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

※同種の他の契約の予定価格を類推させるおそれがあるため非公表としている。
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1 （独）日本原子力研究開発機構
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支　出　先 業　務　概　要 支　出　額

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

入札者数 落札率
東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う除染・廃棄物処理技術の開発・評価・実証 237

1 富士電機（株） NaIシンチレーション式サーベイメータの購入 17

4 日立アロカメディカル（株） α／β線放射能自動測定装置の購入 12
1 ※

2 （株）アート科学 溶出微量元素分析器の購入 15
2 ※

不落随意契約 -

1 ※

3 日立アロカメディカル（株） 各種放射線管理サーベイメータの購入 15

1 ※
1 ※

6

5 日立アロカメディカル（株）
6 （株）千代田テクノル ダストサンプラーの購入 9

α線・β(γ)線用表面汚染検査計の購入 10

10 1 ※
2 ※

1 ※
2 ※

日立アロカメディカル（株） 焼却灰分析用低バックグラウンドα／β線測定装置の購入

7 （株）アート科学
8 長瀬ランダウア（株）
9 （株）太平洋コンサルタン

焼却灰分析用試料前処理装置の購入 7
個人線量計及び線量計読取装置の購入
農作物等焼却灰残渣成分の調査 6

7
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